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説明事業

大気環境石綿対策費

戦略項目

担当名:担当名:規制担当

大気汚染防止法

040301　公害のない安全な地域環境の保全

予算額

決定額 △1,024△1,024

現計額 7,9587,958

△1,024△1,024

7,9587,958

6,9346,934

補正後の
予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

番号

大気環境石綿対策事業費

１　事業概要

　石綿の環境への飛散を防止し、県民の健康を保護する

とともに、生活環境を保全することが必要である。

　そこで、県民の石綿による健康被害に対する不安を解

消するために、石綿使用建築物等の解体における石綿除

去作業が適切に実施されているか監視するとともに、県

内の大気中の石綿濃度を把握し、石綿飛散の未然防止を

図る。

（１）石綿使用建築物の解体作業監視等 △　294千円

節約による減額

（２）一般環境中の石綿濃度の把握　　 △　579千円

（３）石綿に関する情報の発信　　　　 △　151千円

２　事業主体及び負担区分

　(県10/10)

３　地方財政措置の状況

　普通交付税（包括算定経費）

　（区分）企画費（細目）環境保全対策費（細節）環境

　　保全対策費（積算内容）環境の監視調査・測定・

　　分析、公害の規制等

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

　本庁　9,500千円×1.4人＝13,300千円

　地域　9,500千円×2.7人＝25,650千円

５　事業説明
（１）事業内容
　　ア　石綿使用建築物の解体作業監視等  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,470千円 → 4,176千円
　　　(ｱ)  大気汚染防止法に基づく届出のあった飛散性石綿使用建築物等の除去作業において、規模や
           周辺状況に応じ、周辺住民とのリスクコミュニケーションを働きかけるとともに、立入検査
           や周辺石綿濃度調査を実施する。非飛散性石綿使用建築物の解体作業についても、立入検査
           や周辺石綿濃度調査を実施する。(24か所)
　　  (ｲ)  環境管理事務所等の職員の検査資質向上のための研修会の開催(2回)
　　イ　一般環境中の石綿濃度の把握：一般環境中の石綿濃度調査(20か所　1回)　 　　　　2,981千円 → 2,402千円
　　ウ　石綿に関する情報の発信：                                                      507千円 → 　356千円
        法令周知説明会(埼玉労働局・さいたま市と共催　平成23年度 207人参加)
（２）事業計画
　　ア　平成25年度　　　　　　：石綿使用建築物の解体作業の監視強化、一般環境中の石綿濃度調査
　　イ　平成26年度～平成29年度：石綿使用建築物の解体作業の監視強化(法改正見込み)、一般環境中の石綿濃度調査
（３）事業効果
  　ア　不適正な解体作業の防止

      査及び除去作業において、立入検査及び除去時の周辺石綿濃度調査を実施することにより、不適正な

　　　・経費節減による減　△  424千円（報償費、旅費、需用費、役務費、備品購入費）

　　　　大気汚染防止法に基づく届出のあった全ての飛散性石綿使用建築物等の除去作業において、立入検

      除去作業の防止が図られる。(行政措置件数 平成23年度 0件、平成22年度 1件、平成21年度 0件)
　　イ　県内の石綿濃度の把握
　　　　大気環境中の石綿濃度を把握することで、県民の石綿による健康被害に対する不安の軽減が図られる。
　　　　(石綿使用建築物の届出解体工事における作業基準違反件数 施策指標 0件)
　　ウ　石綿関係法令の周知
　　　　パンフレットの配布、法令等の周知を図ることにより、法令の遵守徹底を図り不適正な工事を防止できる。
（４）補正要求の概要
　　　・契約差金による減　△　600千円（委託料）

(単位：千円)

委託契約差金及び節約による減額

分野施策


